
様式２

整備事業の内容（総括票）

うち、
対象内
実工事費

（交付金の算定対象実
工事費）

うち、
対象外
実工事費

① 地震、津波等の災害に備えるための整備

改築 7 847,671 573,919 265,617
地震補強 6 502,799 502,799-

② 防犯対策など安全性の確保を図る整備

大規模改造（法令等） 2 20,000 20,000-

③ 教育環境の質的な向上を図る整備

大規模改造 27 1,703,745 1,308,050 103,884

太陽光発電の整備に関する事業 1 8,135

④ 施設の特性に配慮した教育環境の充実を図る整備

　　屋外教育環境（グラウンド） 2 102,195 102195-

45 2,515,098

　新増築 2 284,196 81,077 203,119

2 81,077

（※）

47 2,596,175

（※）様式３と一致すること。

備考

合計

事業数

小計

⑤その他目標達成のために必要な事業
　　及び法第３条第１項各号に規定する負担事業

整備区分・内容

小計

事業全体における
全工事費（千円）
【負担金事業を含む】


